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日本の開発問題への知的貢献について 
 
 ２００２年７月３日、ワシントンＤＣにて、政府、実施機関、世銀グループ・米州

開銀・ＩＭＦ、企業、ＮＧＯ、シンクタンク・大学、メディア等の経済協力関係者約

３０名が、日本の開発問題への知的貢献について、昼食を交え個人の資格で意見交換

を行ったところ、概要次の通り。 
 
【ポイント】 
 
 
１． 途上国に対する援助は数々の失敗を経験しており、今後の援助政策のあり方を

論じる際には過去の失敗を踏まえることが重要である。この観点から、有効な援

助を行うためには知的貢献が鍵である。中進国は規制緩和、民間活力の導入、資

本市場育成等へのアドバイス、低所得国は貧困戦略やセクター別戦略等の開発戦

略策定の支援、最貧・困難国は公的部門のキャパシティ・ビルディング等の需要

が高い。 
 
２． 日本が開発問題に対して知的貢献を行うためには、日本の公的部門が単なる作

文でない現場を踏まえた現状分析と処方箋に基づいた国別援助政策を策定し、そ

のために国別・セクター別の政策分析・政策対話・処方箋の作成に参加するとと

もに、個別の実施機関がそれを裏付けるキャパシティ・ビルディング等の支援を

行っていくことが重要である。 
 
３． このためには、総合的な知的支援システムが必要である。具体的には、官庁、

アカデミック、ＮＧＯ等が緩いネットワークを形成し、ＰＲＳＰの策定過程での

参加型の分析・調査、セクター分析、事前・事後評価をはじめとする新しい政策

分野に焦点を当てることが望ましい。更に、既存の実証研究、ベスト・プラクテ

ィス、ケース・スタディー等の多角的な知識の収集と提供を行うとともに、知識

共有化プラットフォームを構築して各種の組織・機関が得た情報を組織横断的に

共有するなどの取り組みを行うことが期待される。 
 
 
 
冒頭プレゼンテーション担当：日下部 元雄（くさかべ・もとお）―――――――――――

―― 

1945年仙台市生まれ。1970年東京大学大学院修士課程（数学）卒業。同年大蔵省入省。エー
ル大学経済学修士、ＩＭＦ勤務、財務官室長、官房参事官、欧州復興開発銀行中央アジア局

長、国税審議官などを経て、1997年8月より世界銀行職員として勤務、1999年2月より副総裁
（資源動員・協調融資担当）。 

 
（プレゼンテーション内容は発表者個人の見解であり、所属先、ワシントンＤＣ開発フォー

ラムの立場を述べたものではない。） 
 



 2

【冒頭プレゼンテーション】 
 
１．はじめに  
 
 私は現在世銀で資源動員・協調融資担当の副総裁を務めている。実際にやっている

仕事のうち一番大きなものは、ドナー国に対して世銀の開発戦略を説明し、ＩＤＡ（低

金利で長期の資金を貧困国に融資するスキーム）に対する拠出を受けることである。

その他、各種の無償の資金をドナーから調達したり、世銀の予算全体から見れば小さ

いが、グローバル・パブリック・ポリシー（国際公共財）プログラムという環境、感

染症、金融安定など地球的規模で意見調整が必要な分野のドナー間の事業（約５０程

度ある）に世銀の予算を配分している。 
 
 日本は、無償資金協力では世銀に対する第１位拠出国なので、公的機関・ＮＧＯ・

コンサルティング業界との対話など、世銀の政策と日本の政策の接点となる仕事をや

っている。そのような仕事を通じて最近感じたことを中心にお話ししたい。 
 
 
２．過去の経験（失敗） 
 
 今日の本題は知的貢献であるが、その前提として、世銀の開発戦略が過去にどのよ

うな変化を遂げてきたかを簡潔に説明したい。途上国に対する先進国の援助は、第二

次世界大戦後、大きな期待をもって始まったが、数々の失敗を経験している。アフリ

カの多くの国では１人あたりＧＮＰは横這いか減少している。ある程度成功した中南

米でも貧困人口は減っていない。また、東欧・旧ソ連の移行国でも貧困層が増加して

いる。アジアを見ても南アジアには膨大な貧困層が依然存在している。結果を総じて

見れば、大きな期待はずれに終わっていると言わざるを得ない。このような過去の経

験をどのように認識するかが全ての出発点となる。 
 
（１）輸入代替型の産業政策→輸出志向型への転換 
 この原因として最大のものは、多くの途上国で重化学工業や自動車組立て等の輸入

代替型の産業政策をとる一方、農産品等の輸出が不利になるような政策をとったこと

である。例えば、ガーナはココアの最大の輸出国だったが、輸出を促進しない価格政

策をとったことから、隣のコートジボワールに世界市場でのシェアを大きく追い越さ

れてしまった。また、多くの中南米諸国でも輸入代替政策をとったので、国内の高コ

スト構造につながった。このように、産業政策の面から開発が頓挫しており、これを

輸出志向型に転換することが８０年代以降の大きな課題であった。 
 
（２）経済政策・価格の歪み→構造調整アプローチ 
 それ以外に、経済政策・価格の歪みの問題がある。これはほとんどの低開発国で見

られるが、特にアフリカや初期の中南米では価格の歪みが大きかった。これに対して

世銀は構造調整アプローチで対応したが、多くの国で国内政治上の理由から経済政

策・価格の歪みは解決されず、多くの国で引き続き障害となっている。最近の世銀の

実証研究によれば、政策の悪い国に対する援助の効果は非常に低いことが指摘されて

いる。 
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（３）人的資源の不足→教育・保健の重視 
 第三に、１９９０年の世銀の世界開発報告で指摘されたことだが、これまで人的資

源に十分なお金を注がなかったことが産業の成長を阻害し、貧困層の発展を妨げたと

いうことである。そこで、教育・保健が課題となっている。 
 
（４）ガバナンス→成果に基づいた配分 
 ガバナンスの問題は、戦後新たに独立した新興国に共通した問題であった。ある途

上国では国家収入の９０％が大統領の個人資産の形成に使われていたという説もあ

るくらいである。アジアにおいても、かなりの部分が個人資産の形成に使われたり、

各階層の小規模の賄賂に使われている例もある。しかし、この問題がドナーの間で最

大の問題と認識されたのは最近３年程である。ＩＤＡ増資会合でも、ガバナンスの悪

い国に資金を配分するのは止めるべきと叫ばれている。これに対し、現在世銀・先進

国が取り組んでいるのが成果に基づいた配分(Performance Based Allocation)である。
政策の良い国に貸し、悪い国には貸さないようにしようということが真剣に討議され

既に実行されている。 
 なお、ガバナンスの問題は、ドナー側の会合に出ると随分強調されている。欧州は

過去５０年間の対アフリカ援助が失敗した大きな理由はバッド・ガバナンスであると

認識していることもあり、強いスタンスで臨んでいる。日本もインドネシア、フィリ

ピンなどで経験はしているが、国際的な議論においては東アジアのみならず南アジア、

中南米、旧ソ連、アフリカなども踏まえる必要がある点に留意すべきである。 
 
（５）コンディショナリティの失敗→ＰＲＳＰ・ＣＤＦ 
 コンディショナリティは、構造調整アプローチのもとで、資金を提供する代わりに

政策を変えさせようというものである。しかし、実証分析によれば、コンディショナ

リティで政策を変えることは非常に難しく、借入れ国ではコンディショナリティを実

質的に回避するようなさまざまな手段がとられてきた。更に、コンディショナリティ

の設定に際して社会的な影響が十分に分析されていなかったということで、２重の意

味でコンディショナリティの限界が広く認識されている。この反省に基づき、途上国

各層の参加とオーナーシップに基づき長期的な成長と貧困削減計画を作るＰＲＳ

Ｐ・ＣＤＦが取り組まれている。 
 
（６）貧困層の不参加→Community-Driven Development 
 従来の世銀はサプライ・ドリブンで、世銀スタッフが適当と考えるプロジェクトを

実施してきた。しかし、１０年程前に「ワッペンハウス勧告」が出され、プロジェク

トの質の低下が指摘された。９５年にはプロジェクトの不成功率が４０％に達したが、

勧告の中で、それは現地の裨益層の意見を聞かずにプロジェクトを形成してきたから

と指摘されている。それ以来、参加型開発(Community-Driven Development)が推進
されている。例えば、現地のＮＧＯをプロジェクト形成に参加させるだけで失敗率が

半分に低下する。現在プロジェクト成功率は８０％以上となっているが、その大きな

原因が参加型開発の導入によるものである。 
 
（７）サステイナビリティ→キャパシティ・ビルディングの重視 
 援助のサステイナビリティが確保されないことも過去の失敗の１つである。これは

受入国側の能力が伴わないことに起因するため、昨今はキャパシティ・ビルディング

が重視されている。 
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（８）援助調整の失敗→セクターワイドアプローチ、調和化 
 援助調整の失敗については、アフリカの小国であるウガンダの例が出される。同国

は年間２０００の報告書をドナーに提出する必要があり、役所は報告書を書くだけで

能力を使い果たしてしまう。最近は、ドナーの側で報告義務の相互調整を推進するな

ど、調和化努力が重要であるという反省が見られる。 
 
 以上の通り、援助政策のあり方を論じる際には、過去の失敗を踏まえた議論が重要

である。 
 
 
３．教育の例 
 
 過去の失敗を反省する例として教育を挙げたい。まず、日本、東アジア諸国で基礎

教育を早くから充実し、これがこれらの国の発展の基礎となったことは事実である。

しかし、「アフリカも含め世界中の国で、教育支出と教育成果の相関はネガティブで

ある」との事実を認識する必要がある(Filmer and Pritchett(1999))。途上国が教育支
出を増やしても、平均的に見ると教育成果は下がっており、これは教育の質や政策改

革を考慮せずに支出を増やしても効果があがらないことを示している。 
 
 また、現在教育は成長にプラスというように理解されているが、単に教育投資をす

れば成長に結びつくという単純なものではない。教育の重要性を否定するものではな

いが、過去の経験からは、単純な人的資本と成長の関係は弱いことが指摘されており

(Benhabib and Spiegel(1994))、教育すれば成長できるということではない。 
 
 最近、世銀は貧困のアセスメントをやっている。ジンバブエの例では、１９９０年

代に２０％国民所得が低下した。その原因を家計調査に基づいて見ると、世銀はこの

時期教育・保健に手厚い配分をしたものの、その間大きな干ばつがあって農業生産が

低下し、インフォーマル・セクターで働く人の所得が低下している。このような国で

成長の要因分析をすると、人的資本への投資（すなわち教育）のリターンが大幅に低

下しており、これが成長率低下の大きな要因となっている。これは、教育の成果を生

かせる雇用機会がなければ、教育のリターンが低下して、短期的にはかえって成長低

下を招くという一つの例である。 
 
 以上の説明は、教育の重要性を否定したいわけではなく、教育をやる際には質が大

事であり、全体の雇用環境の把握やインセンティブの把握も必要ということを言いた

かった。また、教育投資の効果をどうやってきちんと測るかが問題である。様々な調

査によれば、初等教育のリターンは高い一方、大学教育のリターンは低く機会費用す

れすれである。ベネズエラでは教育予算の半分を大学に注ぎ込んでいるが、東アジア

では初等教育に大部分を注ぎ込んでいる。このように、援助と効果にはいろいろなリ

ンケージがあることから、日本が本当に援助で貢献しようと思うのであれば、現場の

ステークホールダーの意見を総合的に捉える参加型の貧困調査を取り入れる等、援助

の質を高めるための知的な貢献こそ必要となる。 
 
 



 5

４．有効な援助とは 
 
 援助を行って有効なのは、経済効果がコスト（機会費用を含む）を上回るというこ

とである。しかし、開発途上国での援助の経済効果は、ガバナンスの問題で援助の数

十％がどこかに流れたり、あるいは経済政策が悪く商品を作っても輸出できないなど、

社会条件も入れて計算すれば低く、あるいはマイナスになることもあり得る。援助は

質を考えないと、相手国の国民から後々批判されることとなる。 
 
 政策の悪い国への援助は、債務の累積を招くだけで中長期的に問題を起こす。世銀

は成果に基づいた融資ということで、国別の政策のレーティングを行い、それに基づ

き援助配分をしている。欧州も、従来４０か国程度の援助対象国を２０か国程度に絞

り、政策の悪い国には援助しない。ガバナンスの低い国に対する援助は、その国の国

民にも悪い結果をもたらす。 
 
 また、ハードよりソフト・政策改革へのアドバイスが重要である。ソフト面を伴わ

ないと援助は効果が十分に発揮できない。学校を建てるよりも先生をどうするかの方

が往々にして重要である。 
 
 そして、参加型の分析手法も不可欠である。住民の参加がない援助は、援助の質が

悪くなる。そのためには、参加型の分析手法を援助国が研究して取り入れる必要があ

る。例えば、生徒が学校からドロップ・アウトする理由を参加型の貧困分析により十

分理解することが必要である。 
 
 最後に、キャパシティ・ビルディングが援助の中核的重要性を持つことを強調した

い。いろいろな種類の参加型開発の手法が開発されているが、これらは、分析調査・

実施・モニタリングの中に、インターアクティブな形でキャパシティ・ビルディング

の要素が取り入れられている。これらの手法を更に活用していくことが重要である。 
 
 
５．知的貢献が援助の鍵 
 
 以上、有効な援助について述べたが、そこからもわかる通り、これからの援助は量

よりも知的貢献が鍵となる。これは、途上国の世銀に対する需要を見ても明らかであ

る。依然としてお金を貸してくれという国もあり、特に国際収支面でどうしようもな

くなった国はそうであるが、それが全てではない。 
 
 ＡＳＥＡＮや中南米の中進国は、規制緩和、公的サービスに対する民間活力の導入、

資本市場育成等のためのアドバイスを求めている。中南米の一番の危機国でも、世銀

から借りず、スタンドバイのみで済めば越したことはないと考えており、インフラ需

要は市場から資本を調達しているのが実態である。 
 
 低所得国も、世銀との関係では、安い資金の融資を受けることが中心ではあるが、

ＰＲＳＰを中心とした開発戦略策定が重視されてきており、全体的な貧困戦略やセク

ター別戦略策定が期待されている。 
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 最後に、最貧・困難国（ＬＩＣＵＳ）、即ちカンボジア、ミャンマー、ボスニア、

コンゴなど、戦乱で政府が十分に機能していない国でどのような戦略を立てるかが、

世銀の今後の課題になっている。成果ベースの配分という観点からは多額の資金を提

供できないので、これら諸国が必要としており世銀が提供できるのは知的貢献が主体

となる。具体的には、公的部門のキャパシティ・ビルディングなどが中心となる。 
 
 以上の通り、幅広い種類の途上国を考えても、需要は資金から知的貢献に移行して

いる。 
 
 
６．日本の援助の構造を変える 
 
 それでは、日本はどのような援助をすれば良いのであろうか。今の日本の援助の構

造は、プロジェクトが中心となっており、知的貢献が主体ではない。これをあらゆる

意味で変えないと、日本の援助の知的貢献は育っていかないのではないかと危惧して

いる。 
 
 従来の援助は、ステレオタイプ化して言えば、商社やコンサルタントがプロジェク

ト（多くはインフラ・プロジェクトや輸入代替型の巨大な工場）を発掘し、相手国政

府に売り込む。それを、相手国政府が日本政府に要請する。要請主義と言われている

が、実際にはサプライ・ドリブンであり、日本のサプライ・サイドが相手国政府を説

得した結果として援助が決定される。そして、評価はプロジェクトの実施状況が中心

であり開発効果が基準とはなっていなかった。 
 
 これからの援助は、日本の公的部門が、単なる作文ではなく、実際の分析と処方箋

に基づいた国別援助政策を策定することから始まる。日本の公的部門として、まずは

上流部門の処方箋の作成に参加することが一番大事であり、その過程が国別・セクタ

ー別の政策分析やＰＲＳＰ等の政策対話である。このような国別・セクター別戦略を

踏まえてＪＩＣＡ・ＪＢＩＣ等個別の機関が援助プログラムを策定し決定する。その

具体的内容は、どのような政策改革を促すか、どのようなキャパシティ・ビルディン

グを支援するかという知的支援が中心となる。プロジェクトはそのような大きなプロ

グラムの一環として位置づけられたもののみを実施する。そして、開発の成果に基づ

く評価を行う。 
 
 
７．知的支援の担い手と制約 
 
 これを実現するために、今の体制のもとで、果たして誰がどのような役割を担って

いけば良いのか。 
 
 知的支援の担い手としては、外務省、財務省などの省庁、ＪＢＩＣ、ＪＩＣＡ、大

学、研究機関、シンクタンク、ＮＧＯ、コンサルティング会社、個人と数多くあるが、

それぞれの制約をどのように乗り越えていくかを考えないと、援助の構造転換は出来

ない。 
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 具体的にどのような制約があるかといえば、まずは政策分析、国別戦略等に携わる

人的・時間的余裕のある人がいないことである。これは、役所も援助機関もそうであ

る。忙しくプロジェクト形成に携わる一方で、国別戦略の面では極く一部の国でＰＲ

ＳＰやＣＤＦプロセスに出席するのが精一杯であり、多くの国をカバーしようとして

も物理的に人がいない。 
 
 次に、ローテーションが頻繁に行われ専門家を育てる人事制度が整備されていない

ことである。皆ジェネラリストであり政策分析のための人材が育っていない。 
 
 また、被援助国の現場での政策対話能力が不足している。ＰＲＳＰは、現地のドナ

ー・政府間の援助調整が基本となってきており、現地で対応する必要がある。従って、

本部からのサポート体制を作った上で、各被援助国に専門家を貼り付いて政策対話を

行う必要があるが、そのための手当が十分になされていない。 
 
 もし本部にも現地にも援助の専門家がいないとすると、ジェネラリストでもある程

度政策対話に対応できるようなシステム支援が必要となるが、体系的な分析手法、ケ

ース・スタディ、統計、教材等のデータベースの整備も含め、そのような支援体制が

整っていない。 
 
 更に、コンサルティング業界も、ソフト・政策分野での対応能力が全般に不足して

いる。 
 
 
８．中央アジアでの知的支援 
 
 具体例として、私がＥＢＲＤへの出向中に手がけた中央アジアでの知的支援を挙げ

たい。ウズベキスタンの中小企業のクレジットラインは、国際競争入札の結果、日本

のコンサルタントが担当することとなり、中央アジア初の日本人の知的貢献というこ

とで大きな期待が持たれた。本件は、邦銀ＯＢのジェネラリストがハンズ・オン（自

ら実施）の形で行ったが、現地人から見ると自分たちの何十倍という高コストを負担

することとなり、現地の実状に合わない担保重視の日本の経験のみに基づくアドバイ

ス、体系的な教材やコンピューター・プログラムなどのサポートがなく経験と勘のみ

に頼った手法等、さまざまな問題が現地側から提起され、結果的には高コスト日本の

知的貢献を考える上で数々の問題点が見られた。 
 
 これに対し、カザフスタンの銀行セクター改革は欧州系のコンサルティング会社が

担当したが、短期の集中研修を活用し、低コストで教材・マニュアル・データベース

を活用しつつ、グローバル・スタンダードの内容の支援を行った。しかし、このプロ

ジェクトは、他の要因で途中で中断されてしまった。 
 
 
９．総合的な知的支援システム 
 
 それでは、日本が知的支援を実現するためにはどういう制度を構築したらよいのか。

それには、総合的な知的支援システムが必要である。個別の役所なり援助機関の中で
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能力をつけていくのは厳しい予算上・制度上の制約があることから、今の組織の枠を

越えた外側に、官庁、アカデミック、ＮＧＯ、コンサルティング産業の緩いネットワ

ークを作るのが良い。これは、政策研究大学院大学の大野健一教授の考えと近い

（www.grips.ac.jp/forum/）。それが、今までのプロジェクト・ファインディングやエ
ンジニアリングとは違う新しい政策分野で、組織の枠を越えた知識の提供を行う。 
 
 具体的には、既存の実証研究、ケース・スタディー、分析ツール、Ｅラーニング・

ツールなどの多角的な知識の収集と提供を行うとともに、ウェブサイトを通じた知識

共有化プラットフォームを構築する。このように、新しい技術を使った多角的・横断

的な知的支援システムを作って活動し、現場にいる人をサポートすることが必要であ

る。当面は、アジアの貧困国に対するＰＲＳＰの分析参加のための能力をつけること

に焦点を絞ることが適当と考える。 
 
 
１０．官庁、アカデミック、ＮＧＯ等の緩いネットワーク 
 
 官庁、アカデミック、ＮＧＯ等の緩いネットワークのイメージとしては、各分野か

ら３０－４０人程度の若手の専門家のグループを想定しており、世銀側にも対応チー

ムを組成することも考えられる。そのネットワークが開発戦略（ＰＲＳＰ、ＭＤＧ等）

につき徹底的に討論し、分析ツールを共有化し、チーム・ビルディングを行う。そし

て、世銀等が主催するワークショップなどにリソース・パーソンとして参加する。こ

のネットワークが、組織の垣根を越えて、官庁、ＮＧＯ、コンサルティング会社等に

政策アドバイスや研修リソースを提供する。研修期間を終了した後も、人事ローテー

ションにより全く別の分野に配属するのではなく、アジア等のＰＲＳＰへの参加・貢

献が継続できるようにしていく。 
 
 
１１．新しい政策分野へのフォーカス 
 
 新しい政策分野へのフォーカスとして、まずはＰＲＳＰの策定過程での分析・調査

への参加が挙げられる。具体的には、参加型貧困分析（ＰＰＡ）、公共支出分析（Ｐ

ＥＲ）、財務管理分析（ＣＦＡＡＲ）、貧困・社会・政策効果分析（ＰＳＰＩＡ）、金

融セクター分析計画（ＦＳＡＰ）等のコアになる分析手法をマスターして現地で適用

できるようにしていく。また、ＪＩＣＡか開発した紛争の分析・評価システムなど、

日本側からトランスファーできる手法もあり得る 
 
 セクター分析については、セクター・ワイド・アプローチ、ドナー調整会議、ＣＤ

Ｆ、セクター別作業部会等への対応が重要である。 
 
 事前・事後評価・モニタリングについては、開発成果を中心とした評価手法の開発

に取り組む必要がある。 
 
 参加型社会開発については、キャパシティ・ビルディング、参加型農村開発、ＩＣ

Ｔの活用等が挙げられる。 
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 その他、政策改革アドバイザリーや社会サービスへの民間活力の導入等も考えられ

る。 
 
 
１２．多角的な知識の収集と提供 
 
 以上の課題について、単に討議するのみならず、支援システムを活用しつつ多角的

な知識の収集と提供を行うため、開発戦略に関する実証研究の体系的紹介、ベストプ

ラクティス、ケース・スタディー、分析ツール・キット、統計・データ、討論フォー

ラム、リソース・パーソン、パートナー機関の紹介などを整備する必要がある。この

ように実際の行動を通じて学んでいくことが出来る。 
 
 
１３．知識共有化プラットフォームの構築 
 
 これらの作業を踏まえ、知識共有化プラットフォームを公共財として構築していく

ことが望ましい。このプラットフォームのもとで、開発テーマ・トピックのカテゴリ

ー化を行うとともに、実証分析やケース・スタディー等、いろいろな組織・機関がこ

れまで得た情報を組織横断的に共有するためのウェブサイトを作り、共有ファイルと

してディレクトリーを作成する。このプラットフォームを共有し、知的貢献度に応じ

たガバナンス・メカニズムの構築まで視野に入れるべきである。（この関連で、世銀

が日本及びアジアのＮＧＯのために開発した知的支援システムのプロトタイプ 
www.worldbank.org/communitypartnersを参照されたい。 
 
 
【席上及び事後の電子メールによる意見交換】 
 
１． 「従来の援助」と「これからの援助」の対比について、「従来の援助」は現場

での具体的なものであり、案件発掘をする商社やコンサルタントなどはノウハウ

を持っていると思われるところ、「これからの援助」で政策枠組みに特化してし

まうとこれを活かせないと思う。日本の商社やコンサルタントの努力を活かす方

法はないのか。 
 
２． 十数年前から日本の援助はアンタイドとなっているところ、案件発掘にはコス

トがかかりアンタイドではその回収が出来ないので、現場での案件発掘における

商社やコンサルタントの関与は減少している。また、具体的なプロジェクトを実

施する場合でも、当該セクターの政策は妥当なのかという議論は行われている。 
 
→（日下部元雄）「従来の援助」と「これからの援助」の対比については、ステレオ

タイプ化したので批判はあると思っていた。自分が強調したかったのは、プロジ

ェクトの良さを忘れることではなく、プロジェクトをプログラムの中にはめ込ん

でいくことが重要であり、その際にプロジェクトが先にありきで議論が出発する

のではなく、そもそも何が必要かと言う議論が必要ということである。そして、

多くの場合にプロジェクトが民間活力で出来るようになっている中で、援助がや

ることは政策に近い部分が大きいと思う。物理的なハードウェアの援助の方が良
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いという日本人の思考は理解できるところであり、確かにその方がハードウェア

の存在を確認できる分だけ汚職などは防げる。しかし、ハードウェアが出来ても

成果が挙がっていないことも多いので、ソフトや政策面も大事ではないか。 
 
３． 日本の援助構造の変革として「単発的なプロジェクトを中心とする援助」から

「国別、セクター別政策対話やＰＲＳＰのような包括的援助政策、すなわち上流

側での援助の全体最適化」への転換が必要、とのご指摘はもっともであり大賛成

である。ただしこの新たな援助構造において重要なのは、官庁、アカデミック、

ＮＧＯ、民間企業といった多様なステークホルダーのネットワークの構築と彼等

の知および情報の活用である。すなわち上流部分での議論の中に、いかにエンド

ユーザーを始めとする関係者の意見をうまく反映させるかが成功の鍵であると

考える。一時期「コンカレント・エンジニアリング」という言葉が流行った。こ

れは「ある製品の品質、コスト、スケジュール、ユーザーの要求といったものを

開発者に最初の設計段階から考慮させるシステマティック・アプローチ」である。

例えば、車の設計の際に外形や空気抵抗から入り、最後に運転席を考えるのでは

なく、実際に使う人間の使い勝手を最初の設計段階から勘案するというものであ

る。援助政策の設計においてもこのコンカレント・エンジニアリングの発想を取

り入れるべきであり、最終的なクライアントとして位置付けるべき途上国国民お

よび途上国政府の要求を始め、上記のような多様なステークホルダーの経験、情

報、知といったものを政策対話の段階からうまく取り入れるべきである。 
 
４． 先日、世銀で経団連の公開プレゼンテーションが行われたが、日本の各社が開

発の現場で大変な創意工夫をしていることに感銘を受けた。政府も、このような

企業の現場でのノウハウを、政策的なメッセージとして汲み上げて国際場裏で主

張すれば、国際的な開発戦略の議論と実施への大きな貢献になると感じた。世銀

は貧困削減や貧困者の声を聞くことを重視しているが、このような民間企業によ

る成長への貢献に一層焦点を当てるべきではないか。 
 
→（日下部元雄）アジアの中進国では、現場の民間企業から投資環境のどこを改善す

れば良いのかという意見を聞くことが重要である。しかし、もう少し所得の低い

国では、受益者やステークホールダーから出てきた意見に耳を傾けることも重要

である。そこから、今までの援助の非効率な面がかなり解決できる。例えば、な

ぜ生徒が就学しても卒業まで到達しないのかについて、実際に子供を育てている

人から意見を聞いて対処しなければ就学率向上にはつながらない。世銀は参加型

貧困アセスメントを始めて１５年位になっており、実際の貧困者へのインタビュ

ーを踏まえてＰＲＳＰという枠組みが出てきている。確かに、ＰＲＳＰが理論通

りに動いていない面もあり、マクロ経済面などは、従来同様のトップダウンで出

てきている。しかし、各種政策レベルでは、参加型の貧困分析が大きな役割を果

たしている。日本としても、このような努力に最大規模のドナーとして積極的に

参加していくことが、日本の援助を改善していく上で極めて重要ではないかと思

う。 
 
５． 日本の機関は、分析や調査にもっと力を注ぐべきだと思う。世銀に勤務してい

てそう痛切に感じる。日本の政策官庁や実施機関では、分析や調査に基づく政策

的な議論をあまり重視せず、結局現場はどうなっているかということに重点をお
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く傾向がある。これに対して、世銀は分析や調査に予算の３分の１を使っている。

そればかりでなく、その分析や調査が実際の国別援助戦略（ＣＡＳ）に有機的な

形で活かされている。 
 
６． 有効な援助の条件として、経済効果がコスト（機会費用を含む）を上回るとい

う点を挙げているが、これは世銀で実践されているのか。世銀の譲許的融資であ

るＩＤＡの供与を見ていると、Economic Rate of Returnの分析が十分でなく、
事実上グラント並みの扱いがされているように思える。 

 
→（日下部元雄）ご指摘の点は同感であり、世銀の各種会議でＩＤＡ案件の Econmic 

Rate of Returnについて詰めて吟味されているのを聞いたことがない。自分とし
ては、世銀としてできているかという点ではなく、過去の失敗を分析するには、

現場の実状に即した Economic Rate of Returnの分析が必要という点を強調した
かった。 

 
７． 官庁、アカデミック、ＮＧＯ等の緩いネットワークについて、現在の日本のシ

ステムで実現可能か。世銀との関係を取ってみても、米国はＵＳＡＩＤ、デンマ

ークは外務省・対外援助庁、英ではＤＦＩＤなど窓口が一本化されているが、日

本は財務省、外務省、ＪＩＣＡ、ＪＢＩＣと４機関に協議先が分かれており、こ

のような国はほかにはないというのが現状である。実現可能と思われる具体的な

イメージがあれば教えて欲しい。 
 
→（日下部元雄）先般、世銀研究所所長が訪日した際、日本の各組織・機関のキャパ

シティ・ビルディングを手伝いたいとの話をしている。ＮＧＯやアカデミックを

含めて、政策運営に集中した新しいネットワークを構築できないか模索している。

世銀研究所からは、この夏からタスクマネジャーが東京事務所に派遣される。確

かに、４機関が別々に世銀と協議しているのは日本だけである。当面、援助庁が

すぐにできるというわけでないが、４つの機関の上層部は組織の枠を越えたキャ

パシティ・ビルディングをやる必要があるという強い危機感を持っていると理解

している。世銀側からこのような構想を簡単に説明した際には、それぞれ組織を

挙げて賛成してくれるという印象を受けた。 
 
８． 知的貢献を行う側の日本について、この１０年の不況もあり、日本の経験が肯

定的に評価できないことをどのように考えるか。日本の金融機関の不良債権処理

も進捗しておらず、ＩＭＦからも疑問視されている。先日ハーバード大学の教授

は、日本のシステムは腐敗しており、公共事業などはとてもグッドガバナンスと

いえないと述べていた。アジアを見ても、雁行型発展モデルは崩れてきている。

このような中で、日本としてどのようなアドバイスや知的貢献が出来るのか。 
 
→（日下部元雄）先般の本フォーラムでの大野健一教授のプレゼンテーションと自分

の考えで唯一違う点であるが、大野教授が日本の知的貢献は日本やアジアの経験

を踏まえて行うべきと主張しているのに対して、自分はある種のグローバル・ス

タンダードから出発した上で、従来の世銀・ＩＭＦに見られたように単一のモデ

ルを当てはめるのではなく、いろいろなモデルを提示しつつ、国の現状や環境に

応じて適切なモデルを適用すべきと考えている。日本やアジアのやり方がすべて
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良いという前提のもとで始めても聞いてくれない。各国の状況の違いは大変大き

く、発展形態も異なる。日本型を広めようというのではなく、グローバル・スタ

ンダードの存在を前提として、各国の実証分析を踏まえて各国と議論しながら適

切な方策を見つけ出すというのが良い。自分が提案している知的支援システムも、

それが出来る基礎を作ろうとするものである。 
 
９． 教育について、１９６０年代から７０年代までヒューマン・キャピタルが重要

という考えが教育の世界でも経済学者によって主張されてきたが、経済学者が予

想した通りの形では成功しないということが明らかになってきている。教育成果

の評価手法についても、未だにヒューマン・キャピタル理論をベースにしている

のではないかと危惧している。全世界に西洋の考えが適用できるとは限らない。

文化人類学のアプローチなどを使って、別の評価手法、特に評価する際のローカ

ルな視点をもっと取り入れていく必要がある。例えば、出席率を教育の成果とし

て測るというやり方を取ってみても、現地の文化として出席が当然となっていな

い地域では成果の測定方法として不適切である。 
 
→（日下部元雄）自分は教育分野の専門家でないが、インプットとアウトカムの関係

は極めて複雑であり、教育だけでなく他のセクター、例えば水分野（水汲み）や

農業収穫なども関連していて、単に教育に資金を使ったから成果に結びつくわけ

ではない。教育投資の効果は、その国が輸出型・雇用創出型の産業政策をとって

いる場合に高いという分析もある。従って、教育分野だけを研究しても仕方がな

いということを述べたかった。 
 
１０． 日本が開発援助の政策面でのグローバル・スタンダードへ向けてステップを

踏み出すことに賛成だが、非常に長いステップになるだろう。戦後経済成長や明

治維新と同じで、キャッチアップ・プロセスには長い時間がかかる上、現時点で

はこのような形での開発援助強化に世論の支持があるかは疑わしい。 
 
 その中で、決して開発・援助、国際協力の面でのメインストリームにない日本

が、自信を持ってグローバル・スタンダードの政策立案組に加われるのか。国際

機関に働く立場で、私見では、日本人スタッフは、現状を見る限り、政策サイド

の議論についていくのは大変である。 
 
 この分野で、日本以外で教育を受けたり、学部から博士課程も含めて欧米の大

学・大学院を卒業している日本人もいないことはないが、日本で政策に関わりつ

つ世銀他の援助機関や対象国と政策論を十分に議論できる人は育っていない。ま

た、よく引き合いにだされるように、日本独自の開発論が育っており、ある意味

で、他の国際機関等の開発援助機関との議論になじみにくいものも多く、さらに

はやや独善的な傾向もあり、これから世界標準を議論できるグループを作ろうと

いうことには賛成だが、遠く長い道のりになるのではないか。 
 
 それよりも、日本の得意なところを伸ばす方が得策ではないか。例えば、技術

面では日本に比較優位がある。 欧米とある程度棲み分けをするとすれば、欧米

には上流（政策）をリードさせながら、下流（実施）のソフト面で日本の技術や

能力が活用できる。日本の生き方はむしろそちらではないか。もちろん、開発状
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況にある国々の環境・背景を十分に理解し、現地におけるキャパシティのレベル

をよく考慮することは、言うまでもない。 
 
→（日下部元雄）政策分野と技術分野の強化は二律背反ではない。ＰＲＳＰの処方箋

などの政策分野では日本が全く立ち後れている。この分野について全くないとこ

ろをどうしようか提案した次第である。現在のところ、官庁も実施機関もコンサ

ルティング会社もＮＧＯも真剣に取り組もうとしているが、キャパシティがない。

いつまでもゼロで良いのか。長い道のりだが、今の機会を逃したら日本は置いて

きぼりを食ってしまう。実際のところ、他のドナー国も似たような状況にあり、

どの国もこれからである。今なら出発点が共通であり、日本が努力すれば、政策

対話に貢献し分析に参加できる余地はある。しかし、あと５年間放って置いたら

入り込む余地がなくなるというのが私の危惧である。他方、技術分野・マネジメ

ント分野については、確かに日本は得意であり、意図的に支援しなくても育って

いくだろう。能力があるし現に活躍できる人がいる。 
 
１１． 東アジアモデル・日本モデルを表立って主張することからは、グローバル・

スタンダードの主流を作ろうという戦略が感じられない。日本の過去の経験に固

執するのは、受け入れられない場合のフォールバックポジションを考えての逃げ

の姿勢を感じてしまう。欧米の中に入り、肩肘はって主流を作ろうという意気込

みでいくべきではないか。 
 

今般議論されたような政策面での体制強化やネットワークの形成のためには、

いかに日本の政治家を巻き込むかが鍵ではないか。根本的な点から改革しようと

すると、やはり政治的意思の働きが必要だと思う。そのような方向で議論しては

どうか。 
 
日本の新しい援助、枠組みを重視した援助スタイルのためには、若い人材の育

成が重要である。援助の実務家レベルでの横のネットワーク構築、研修プログラ

ムの実施等のアイディアが出されたが、学部を卒業した人材の大学院プログラム

と結びつけて、枠組みの担い手になる人材育成と合体させることが出来れば好ま

しい。現時点では、先進的なアイディアを持つ人は欧米の大学院プログラムを卒

業した人のみというのが実態である。 
 
知的貢献といった場合に、ストックとしての知と、オンゴーイングで作ってい

く知がある。日本の現在進行形の援助のプロセスから分析して、ある程度汎用性

の高い知的体系を構築していくことが重要である。おそらく、日本の比較優位は

フィールドから入るということだと思う。フィールドでは、実体験に即して価値

中立的な観点から物事をとらえることが出来る。、例えばガバナンスについて、腐

敗は悪い。それをどう回避するかというトップダウン思考でなく、なぜ腐敗が存

在するのか、その力学を利用して建設的な力学に変化させる可能性はないのかと

いう思考が生まれる。そのような分析・研究は遅れているので、援助実務を通じ

て独自の研究として発表してはどうか。 
 
１２． 緩いネットワークは良いが、その形成と運営に当たっては調整役（コーディ

ネーター）の役割が大切である。政府は政府の言語、学術には学術の言語、ＮＧ
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Ｏや民間セクターもそれぞれの言語がある。お互いにわかったように感じても実

際には理解していない。それをリンクするような人材を育成する必要がある。 
 
１３． 日本人や日本の機関が開発の仕事をするのに、日本の開発経験を生かすこと

は本当に必要なのか、という点について、日下部氏からは、「ある種の世界標準

を知っていればよいのであって、日本の開発経験に基づきアドバイスを行う必要

は必ずしもないのではないか」との趣旨の話があったが。私も副総裁のご意見に

賛成である（正確に言えば、最近そのような意見に宗旨換えした）。 
 

世銀で働くようになって遅まきながら気が付いたのだが、我々が世銀で仕事を

するに際して、仕事仲間の国籍はほとんど何の関係もないし、興味もない。Ａ国

のＢセクターの事情を知りたいとした場合に、Ａ国出身の人に聞く必要はほとん

どなく、どの国籍の国民であろうと、Ａ国のＢセクターの事情を知っている人に

聞けばよいわけである。もしＣ国の出身の人はＣ国での開発経験を生かして仕事

をするのが前提となっているのであれば、他の国の参考となるような最良事例（ベ

ストプラクティス）を持たない途上国出身の人は、永遠に開発援助の仕事をでき

ないことになるが、（失礼ながら）アフガン人でも、カンボジア人でも、アフリカ

人でも、世銀で立派な仕事をしている人はたくさんいる。世銀の中で、「自分の国

ではこういうことになっている」などという議論をしている例はついぞ見たこと

がない。開発援助を行う人は、自分の得意とする分野について、その最良事例（ベ

ストプラクティス）がどこにどういう形であるかを知っていればよいのであって、

その事例が彼の出身国にある必要は全くないわけである。 
 
これは、国際機関でなく、バイの援助機関でも同様だと思う。ＪＩＣＡやＪＢ

ＩＣが、他国に政策アドバイスを行う際に、「日本においては、こうこうである」

と言う必要はなく、「自分の機関の過去の経験の中から、Ｄ国を援助した際の、Ｅ

という経験が、貴国にも役に立つのではないか」と言えれば良いわけである。開

発援助に熱心な英国の援助庁（ＤＦＩＤ）や北欧の援助官庁職員が、「わが国の経

験によると、、、」などと言っているとは到底考えられない。そのようなことばかり

をいう人は、途上国の人に、より煙たがられるのではないだろうか。アジアの国

には、同じアジアの国の経験こそが役に立つのだ、と考えているとしたら、それ

は少し思い込みが強すぎる場合があるかもしれない。 
 
これだけ情報通信が発達した世界では、もはや自分（および自分の国）の歴史

や実体験だけで仕事をするというのは、少しアナクロであって、相手国の問題点

を把握する能力、そしてそれをベストの方法で解決するための情報へアクセスす

る手段とネットワークを持っていることの方が、はるかに重要なのではないだろ

うか。そう考えれば、弱体といわれる日本人のコンサルタントにも活躍の余地は

いくらでもあるように思うが、どうだろうか。 
 
但し、私自身は、日本の開発経験について、色々と分析し研究しておくことは、

興味があるし非常に重要だと思っている。「真の国際人になるためには、まず真の

日本人でなければならない」とよく言われる。日本人として、日本のことをよく

知っておくのは不可欠なことだが、そのことと、実際の開発のメニューとして日

本の開発の経験を振りかざすことは別のことと考える。 
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１４． 日本は、これまでほとんど無視してきた上流の議論に参加・貢献できるキャ

パシティ作りを急ぐべしとのご指摘に同感であり、ご紹介いただいたように広く

共通の理解として実現の方向に向かうことを期待する。その上で、異論となるか

も知れないが何点か申し上げたい。 
 

繰り返しになるが、開発の議論において、日本が立ち遅れていると広く認識さ

れている、上流部分への参加・貢献を今後推し進める意図的な努力が必要である

という点に全面的に賛同する。一方、過去の開発コミュニティの動向は、一面で、

目の前の不都合の原因を安易に上流部門へ求め続けた、上流へ逃避を続けた軌跡

であると認識している。同時に、ポリシーの重要性を強調するために、コケたハ

コものを対置したかに取れるプレゼンテーションは、ミスリーディングであると

感じた。いくら立派に完成したものでも、理由が何であれ使われないハコが無駄

であるように、いくら立派に書かれたポリシーも、現実に動かないのであれば、

理由が何であれ、それはまったく同じ理由で無駄なのである。更に、そのもとで

動員されたリソースが無駄になる（単にポリシー作成のＴＡの経費だけが無駄に

なるのではない）、という意味では、ステークは大きい、ということがより明確に

認識されるべきかと考える。 
 
ＰＲＳＰは、その意味で、大変意味のある挑戦の事例であると考える。「情」を

原動力にここまで進んできたＰＲＳＰが、いよいよその紙の内容を実施に移す段

になれば、実は紙を書くエネルギーや知力より、実際に人々に今までとは違う何

かをデリバリーするために必要なエネルギーと知力のほうが圧倒的に大きいこと

が直ちに明らかになるだろう。デリバリーのメカニズムがなければ、ただのハコ、

ならぬ、ただの紙に終わる。しかし、ポリシーの出来がよく、皆に理解されれば、

その下で作られるハコはより有効に利用され、生活の向上につながる、という「期

待のストーリー」を実現すべく、われわれはコミットしたのであり、これから一

つ一つの問題を今度は上流に回避せず着実に解決していかなければならない。Ｐ

ＲＳＰは、これ以上の上流への逃避の道をあらかじめ断ったうえで地面での作業

に取り組む、という、新しい形態であると自分は評価している。 
 
今般議論されたようなポリシー指向の歓迎すべき点は、多様なアクターの参画

により、プロセスの透明性と独占の排除＝文殊の知恵の具現化がかなうかもしれ

ない、ということにあると思う。上流部分への参加・貢献が、紙を書く作業に参

加して頭を使っているフリをするため、という矮小化であってはならず、日本で

あれ、誰であれ、流行の後を追いかけるために参加するのではなく、いまよりも

よいもの（work するポリシー）とするために参加する、そのためには先人の経
験を学ぶだけではなく、独自のインプットも個 （々国があてにならないなら個人）

が必死で磨く、というのが本旨であると理解する。 
 
日本の経験・アジアの経験を論じる際、「情」が絡むためか、論者によって用語

の含意にかなり差があるためか、どうもかみ合わないことが少なくないと感じる。

日本の経験とは、日本自身の戦後の（あるいは遡って明治以降、さらには江戸時

代まで遡ることもあるようだが）開発経験を指しているのか、戦後今日にいたる

までアジアを重視した経済協力の実践を含めた経験を指しているのか（この場合
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は、直接の資金・技術提供の当事者として、というだけの事を指すのか、日本が

身近に見たアジアの動きを指すのか、という分かれ道もある）がしばしば不明で

ある。 
 
 大野健一教授は、日本の経験のうち何が使えるか、選択してうまく使え、とい

う事を言っているのであって、「アジアで成功した日本の経験をそのまま使え」と

主張しているのではないと理解している（一方、二分論を使う側が、アジア重視

＝日本のこれまでのやり方が正しかったと強調する意図で、つまみ食いをする余

地はあり得る）。その前提で申し上げれば、日下部氏の指摘と大野教授の指摘の差

異は、最初の取っ掛かりをごく身近なところから拾うか、グローバル・スタンダ

ードとされるもののうち扱いやすそうなものから拾うか、というところなのかと

乱暴にも整理して伺った。両論とも、次のステップとして、「だから、例えばアジ

アで行われるＰＲＳＰのプロセスにはもっと積極的に関与すべし」、と提言してい

るので、実用上はさらに近接しているのだろうと思う。ただ、この入り口の違い

は、大変おもしろい議論だと思う。 
 
 「日本人や日本の機関が開発の仕事をするのに、日本の開発経験を生かすこと

は本当に必要なのか」という問題については、役に立つかどうかだけが問題で、

「日本」にこだわる必要はない、という点にまったく同感で、このような冷静な

視点が、日本における「顔」がうんぬんで堂々巡り、という内向きの議論に活を

入れるためにも不可欠であると考える。 
 
 関連して私見を付け加えさせていただくと、それでもなお、日本にはサブサハ

ラアフリカの複雑性をあまり理解していない一方で、もと欧州列強が今でも足を

抜けない部分があるがゆえに食い込んでいるのと似て、日本のアジアにおける腐

れ縁のゆえに欧州のいくつかの国とは別の視点を持っている、というような、ド

ナーごとによる距離感の違いは、確かに存在するだろうと思う。 
 
 だから、アフリカの援助は欧州のほうがうまくいくはず、でもなければ、アジ

アの援助は日本にまかせておけばいい、というわけには行かないし、だからアフ

リカの援助はこの際日本のアジア式がうまくいくはず、でもなければ、アジアの

援助はガバナンス重視の欧州勢にバトンタッチすればいい、というわけでもない、

要するに誰もそれほど頭が言い訳ではないので、一生懸命相互に学ばなくてはい

けない。 
 
 その中で、日本の経験を押し付けるとか押し付けないとかという議論以前の問

題として、膨大な資源を割いて過去４０年余り行ってきた開発援助事業の成否の

経験、現在の社会・経済の課題へのインパクトの如何に関する知見は、日本と受

益国が共有するアセットであり、それの整理を満足に行わずに外に向かっていっ

たい何を言おうというのか、というのがいつも不思議に思うことである。同時に、

現在援助に割けるリソースが限られるなら、この整理の結果に基づいて合理化を

図り、有効性の低いものから削るというのが当然とるべき常識的手段であり、そ

の作業の結果の裏づけを抜きに、応援団の声の大きい小さい、はやりすたりで加

減をするようなことになっては道を誤るのではないか、と考える次第である。既

に同様の作業がどこかでなされていることを希望する。 
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→（日下部元雄）貴重なコメントを頂き有難く思う。政策への貢献は、確かにハコに

比べ、当該国の実情と国際的な経験を踏まえた実践的なものでない限り、単なる

紙になる危険がより大きいとのご指摘はもっともである。しかし、日本が世銀に

対し拠出している信託基金を使って、世銀の約半数のプロジェクトの準備調査を

行っているが、これらは技術面だけでなく、政策面や Instution Buildingの面に
力を入れており、事後評価でも大きな貢献が認められている。他方、これらは、

多くは外国のコンサルタントをアンタイドで使ったものである。日本がお金だけ

でなくコンサルタントの知識でも貢献できるようになることは、日本の援助が真

に顔の見える援助となることの重要なステップだと思う。世銀では、日本のコン

サルタントがより多く日本の資金シェアに応じた貢献が出来るよう情報面での出

来る限りの支援を行ってきたが、政策改革面でのグローバル・スタンダードに基

づくアドバイスが出来ることが、今後、日本のこの業界が育っていく上で急務だ

と感じている。最近この面で活躍するコンサルタントが少数だが育ってきている

ことを発見し喜んでいる。ご承知のようにＰＲＳＰも未だ緒についたばかりでそ

の目指す包括的、長期的、かつ参加型の戦略形成は未だこれからだと思うが、紙

にならない、現実を踏まえた計画が出来ることを期待している。 
 
１５． 知的貢献という場合に、最前線に立つアクターのひとつがコンサルティング

企業・個人なので、政策・人材開発（ＰＨＲＤ）事業は、たんに世銀の事業への

参加にとどまらず、そのキャパシティの底上げにきわめて重要な役割を有してい

ると考える。 
 
 コンサルティング事業をも通じてグローバル・スタンダードに基づく政策策定

への貢献を目指すべしとのご指摘については、貸付事業に関わってきた立場から、

そのビジネスの対象としての可能性の高いことを痛感すると同時に、それを可能

にするための工夫が必要ということも痛感している。ＰＨＲＤは、その名が示す

ように、明確に政策策定の支援を人材育成とともにターゲットにしているが、関

連の事業を通じて感じることは、それを可能にしているのが、コンサルティング

を発注する側と受注する側のこなれた関係であるという点である。一方は非常に

特定された成果物を期待し、他方は、最大の利潤を追求しながらそれに応える成

果物を提供する。 もちろん当たり外れはあろうが、コンサルティング企業間の

競争の激しさを見れば、発注側がポカをしない限り、事故でばばを続けて引く可

能性は高くはない。 
 
 コンサルティングという業種に開発の場で活躍してもらうために鍵となるのは、

受注側のキャパシティ（技術的・専門的の能力、およびプレゼンテーション能力）

の向上であると同時に、発注側の能力（ＴＯＲ作成能力および管理能力）の向上

でもあるという印象を持っている。 
 
 コンサルティングが、長らく官業の補完でしかなかった日本において（多くの

分野で官そのものにエンジニアリングのキャパシティが過度に集中していたため、

と聞いている）、日本において、発注側と受注側が、これからどのような関係を築

いていくべきかということを考えると、ひとつは、資金的シェアに見合った日本

のコンサルティングの参加が可能となるべく、これまで手薄だった政策策定など
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の分野に積極的に参加してもらうように、守備範囲（攻撃範囲というべきか）を

広げてもらうことが急務であると考える。 
 
 たとえば、「地方分権」というテーマを、エンジニアリングと組みあわせて論じ

ることのできるコンサルタント企業があれば、受注の機会は広がるであろうと考

える。また、例えば地域社会（コミュニティベース）での紛争処理のガイダンス

というような、コミュニケーションのプロと法律のプロ（さらには会計監査や、

品質管理、統計処理等ケースバイケースで複数の分野のプロ）が手を組んで取り

組むべき課題も、これからは徐々に増えてくると考える。 
 
 しばしば、世銀事業で地方分権も含めた制度的な変更が支援されること、そう

した制度的な変化を受けて、他の開発援助事業も影響と受けざるを得ないことを

考えれば、ＰＨＲＤのスキームで世銀事業に参加し、当面の方向性を察知し、人

材の確保や受注の準備する機会を図ることは、日本のコンサルティング企業にと

ってのメリットであり、短期の利潤を得るための事業としてだけではなく、一種

の先行投資としての視点もあってよいのではないかと考える。そのためには、コ

ンサルティングという業種の特色を活かすためにも（売り物はお客次第）手持ち

の人材のプールを事業のニーズに合わせる努力というものも当然必要になるし、

「陳情」ではなく、「売り込み」で事業を獲得するためのプレゼンテーションの文

化も不可欠の要素であると思う。この点は、一昨年の日本のコンサルタント業界

の世銀タスクマネージャーとの意見交換会を後ろで傍聴していて強く感じたもの

である。 
 
 ちなみに、プレゼンテーション能力の彼我の差、というものは、世銀で働いて

いてひとつ舌を巻いてしまう部分である。巧言令色…に対するところの、男は黙

って…という美学？都合のいい言い訳？が邪魔してきたのか、わが身を筆頭に、

どうしてこう日本人はへたくそなのかなあ、と思うことがしばしばある。また、

さらに基本の部分で、かつて本フォーラムで日本人の語学能力の問題について提

起され、感銘を受けたことがある。今後、こうしたコミュニケーション・スキル

については、日本のプレゼンスという意味では大変重要な要素であると感じる。 
 
 同時に考えるのは、（多くの事例の詳細を研究したわけでもない身で申し上げ

るのは僭越ながら）コンサルティングを活用する委託事業では、委託する側が、

成果物の品質の確保について責任を持つ体制が必要であること、具体的には、委

託する側が、何をどうするための調査・技術協力が必要なのかを明確にした付託

事項（ＴＯＲ）を作り、それを受注側に遂行してもらう管理能力を身に付けるこ

とである。 
 
 まっさらの紙に、自由に絵を描いてもらう、という、偵察のような事業も中に

はあるかもしれないが、むしろ、政策策定のための具体的な作業になれば、Ａ、

Ｂ、Ｃというオプションのどれが適切なのか、それぞれにプロ・コンを挙げて提

言せよ、ないしは、ドナーとしてＡというオプションが最適と考えるなら、それ

を主張するための材料と、当然想定される批判、それに対する説得・反論材料を

そろえよ、という、発注者としての明確な意思と、その後に控える議論に備える

姿勢、そしてプロフェッショナルな作業の成果は判断材料として率直に受け入れ
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る姿勢（プロフェッショナルでない成果物は受け入れないプロフェッショナリズ

ムということでもある）、というものを、受注側は身に付ける必要があるのではな

いかと考える。 
 
 論点がそれてしまった感があるが、知的貢献のための具体的な手段のひとつは、

コンサルタント事業の奮起、と感じていたので、ご示唆に刺激されて申し上げた

次第である 
 
１６． 今後の日本の援助の鍵が知的貢献ということで、低所得国には、ＰＲＳＰを

通じる開発戦略の策定、セクター戦略の策定への支援、最貧・困難国には、公的

セクターのキャパシティ・ビルディングの支援と分類されていたが、最貧・困難

国だけではなく、低所得国へのキャパシティ・ビルディングの支援というのも、

政府が、貧困削減戦略を策定するだけでなく、実際に実施し開発成果につなげる

上で非常に大切な側面であるように思う。 
 

先学期、ＰＲＳＰについて勉強する機会があり、ウガンダ、ボリビア、カンボ

ジアのケースをＰＲＳＰ／Ｉ－ＰＲＳＰと各種資料を通じて調べるとともに、世

銀の経済学者、社会学者、ＮＧＯの政策部門で働く方々、ＵＳＡＩＤの担当者に

インタビューした。最終的に学んだことの一つは、政策は実際にいろいろな分野

でプログラムまたはプロジェクトとして実施されて、初めて貧困層に有益な開発

成果につながるということであった。 
 
当たり前のことだが、（１）貧困問題が様々な問題と密接な関係にあるために、

包括的な貧困削減戦略が必要であるというＰＲＳＰアプローチの基本方針が大切

であると同時に、（２）長期的な視野に基づく包括的な戦略を参加型で策定するこ

とだけで満足してしまっていてはいけないということである。よくＰＲＳＰの成

功例（政府が主体的に参加型で戦略を策定したという点で）としてとりあげられ

るウガンダやボリビアでも、戦略を実施する上で、様々な問題をかかえているよ

うである。ウガンダでは、貧困層への政府予算の配分が増加されているにもかか

わらず、行政サービスの質が上がっていないという報告がされていた。ボリビア

では、政策を実施する上での中央政府、そして、地方分権化がすすむ当国で特に

大切な地方政府のキャパシティ不足を懸念する声が、世銀、国際通貨基金のジョ

イントスタッフアセスメント、ＣＩＤＡ、ＵＮＤＰの国事務所、カソリックリリ

ースサービスによる報告書に反映されていた。特にＣＩＤＡは、包括的な戦略に

見合ったキャパシティが、中央政府、地方政府になく、包括的な戦略をたてるだ

けでは意味がないと強く訴えていた。 
 
また、政策分野での援助は、参加型貧困分析等に基づく現状の調査、それに基

づく政策の策定、実施、評価、そして、その評価に基づきまた政策・戦略を策定

していくという過程のなかでとらえていくことが重要ではないかと思う。インタ

ビューをした世銀の社会学者は、ＰＲＳＰ等政策の策定は、一回きりで終わるも

のではなく、初めての政策策定の段階で包括度、住民参加の質等において完全な

ものを目指すことよりも、いかに政策策定、実施、評価、そして政策策定という

過程のなかで政策の質を向上させ、開発成果を達成していくことが大切であると

強調していた。あくまでも貧困層への開発成果が最終目的であり、日本の目指す
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べき知的援助もその視野を忘れないことが重要であると思う。 
 
以上を踏まえ、政策を実施するための政府のキャパシティが不足している国に

は、その分野で、可能であれば日本が援助を通じて支援していくことが有効であ

ると思う。貧困層にとって必要とされている行政サービスを必ずしも政府が実施

する必要があるということではなく、政府が状況に応じて民間セクターをとりい

れて、社会サービスの実施を管理していく能力を形成することへの協力が有効で

はないかと思う。 
 
また、日本の援助を、参加型貧困分析等への実施、参加を通じて、現地の住民

または、貧困層の人々のニーズに基づいたものにすることが大切だと思う。そし

て、最終目的は、途上国でそのような参加型貧困分析、調査の出来る人材の育成

をするということだと思う。先日世銀で参加した貧困・社会・政策効果分析（Ｐ

ＳＰＩＡ）ワークショップで、ベトナム事務所のＰＲＥＭ（poverty reduction and 
economic management）チームより参加していた人が、ベトナム政府の間で、
ＰＲＳＰ策定過程において様々な調査、分析を外部のコンサルタントに頼らなく

てはいけないということに対する挫折感があると述べていた。政策策定、評価実

施の毎に外部のコンサルタントがやってきて、完成度の高い資料を残していくだ

けで、現地では能力が育っていかないということであった。日本の援助の知的貢

献の一環として、途上国で、政策策定過程での分析、調査の出来る人材を育成し

ていくことも有効であると思う。 
 

（以上） 


